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Evacuation of a large number of residents is conceivable in case of urban fires following a large earthquake. It is 
essential to implement an effective evacuation plan for ensuring residents’ safety. We have been developing a simulation 
model based on the potential theory for the evacuation behaviors of city residents, and validated the model by 
comparing the predicted and the recorded evacuation behaviors of residents in the Great Kanto Earthquake Fire. In this 
model, fire spread was estimated based on after event field survey data of the past earthquake fire. However, in case of 
an evacuation simulation in a post-earthquake fire in the future, where no after event field survey data exits, it is 
essential to predict fire spread. In this study, a high-speed calculation model for post-earthquake fire spread in a large-
scale urban area was developed based on physical knowledge achieved in the field of fire safety engineering. In this 
paper, we simulated the fire spread in the Sakata City Fire in 1976 for validating the model, and compared it with the 
Urban Fire Spread Model developed by Himoto and Tanaka in terms of fire spread behavior, computational speed and 
data quantity in calculation. The obtained results showed that the proposed model could simulate the fire spread 
qualitatively and with much less computation time and data quantity. 
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 に߼ߓߪ．１
 
京都市のような国内外からの観光客でᷙ㔀する歴史都市がᏂ大地震にⷅわれた場合には、都市住民に加え

て観光客も、地震に伴う延焼火災の危険性にᦑされることが੍想される。地震火災の危険性から人々

ておく必要があるが、その有効性評価のためには、地

震火災時における都市ṛ在者の を

のᅷ当性を検⸽するため、 における
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質㊂の移動
市街地㘑

計▚された避難不能者の分布がⵍ災記㍳と定性的に㘃ૃすること 1)  
で 1

考慮している。これまでに実ᣉした避難シミュレーションでは、入力条件として必要と

なる燃焼㗔域の時間変化を、ⵍ災調査に基づく延焼動態図から㓁に与えてきた。 起こり得る

都市ṛ在者 するには、地震火災そのものの燃焼性状の੍᷹手法も整備して

おく必要がある。ただし、都市火災における避難では、大ⷙᮨな市街地における多発火災時に最もᷓೞな問

題が生じるものと考えられるため、燃焼性状の੍᷹手法には次のことが求められる:1) 例えば京都市のよう

な大ⷙᮨな市街地での同時多発火災による延焼性状を高ㅦに計▚できる; 2) ੍᷹手法の信㗬性を担保するた

め、現象の物理的知見に基づいて定ᑼ化される。 
これまでにも、ᮘ本ら 2) によって、都市火災の拡大性状を火災安全Ꮏ学の物理的知見に基づいて੍᷹する

手法が提案されている。このࡕデルの利点は、多᭽な火災安全対策の効果を合理的に評価できるという点に

あるが、その෻面計▚に⾌やす時間が㐳く、計▚可能な市街地のⷙᮨが制限されるという問題がある。 

本Ⓜでは、

この◲ᤃ੍᷹ࡕデルの内ኈについて記述するとともに、㈬田市大火の延焼シミュレーションを行い、ࡕデル

のᅷ当性について考ኤした。 
 
２．地㔡火災のᑧ὾性状੍᷹࡞࠺ࡕ 
 

図 1 は本Ⓜにおける地震火災の延焼性状੍᷹ࡕデルの᭎ᔨを示したものである。本ࡕデルでは、地震火災

をⶄ数の建物火災の集合とみなし、他の建物火災のᾲ的ᓇ㗀下における個々の建物の火災性状を੍᷹するこ

とで、都市全体の延焼性状へとつなげる 2)。このとき、地震火災の拡大現象は以下の 2 つの現象に分解され

る: 1) 建物内部の火災現象; 2) 建物間の火災拡大現象。 
 まず、建物内部の火災性状を੍᷹するにあたっては、1 ጀ࠱ーンࡕデルの᭎ᔨに基づいて火災性状の定ᑼ

化を行う。1 ጀ࠱ーンࡕデルでは、建物を構成するฦቶを気体の状態が一᭽な検査体積とみなし、検査体積

ルࠡー╬の෼支ᑼを連立して解くことで、気体᷷度╬の物理㊂を時♽೉に੍ࡀとに定ᑼ化される⾰㊂やࠛߏ

᷹する。この時♽೉解法には、オイラー法にઍ表される㓁解法が用いられることが多いが、火災性状解ᨆに

おいては 0.1sec 程度の小さな計▚時間ス࠹ップが要求され、その結果、計▚に⾌やす時間が㐳くなる 2)。こ

れに対し本ࡕデルでは、次のような計▚の◲略化によって、計▚にដかる時間の短縮と計▚に必要な情報㊂

の೥ᷫを図る: 1) 本᧪は㕖定Ᏹ的な状態である検査体積を定Ᏹ的な状態とみなすことで、気体᷷度と化学⒳

のỚ度に関する◲ᤃ੍᷹ᑼをዉき、それらの時♽೉変化を੍᷹ᑼを用いて計▚する; 2) 本᧪、建物内部はⶄ

数のቶに分割されているが、その空間構成を把握することは困難であるため、火災性状の計▚単位となる検

査体積をฦ階の占有体積に⸳定する; 3) ᾲや⾰㊂の移動は検査体積と外気空間との間のみで行われ、開口部

およびო体を経↱して移動するものとする。  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 地震火災の延焼性状੍᷹ࡕデルの᭎ᔨ図 
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次に、建物間の火災拡大現象を支配する要因として、以下の 2 つの要因を考える: 1) 火災建物内の高᷷ࠟ

スや開口ྃ出火Ἳからのユ኿によるᾲ伝㆐; 2) 市街地㘑によって火災建物の㘑下側に形成される火災気流か

らの᷷度上昇。建物間の火災拡大性状を੍᷹するにあたっては、これらの要因の૞用の結果、次のいずれか

が満たされる場合に、ᧂ燃建物への延焼が起こるものとする: 1) 開口を経↱して入኿するᾲ流ㅦが限界値を

⿥えた場合; 2) 可燃性外ⵝ᧚の᷷度がそのᾲ分解᷷度を上回った場合。 
 
３．建‛ౝㇱの火災性状 
 
(1) 火災性状の支㈩方⒟ᑼ 

1 ጀ࠱ーンࡕデルの᭎ᔨに基づいて、検査体積では、⾰㊂、ࠛࡀルࠡー、化学⒳Ớ度について、以下の定

Ᏹ的な関係が成り立つものと仮定する。 
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また、気体の状態方程ᑼは 

 353T  (4) 

ここに、 は気体密度、V は検査体積、cpは気体の定࿶比ᾲ、T は気体᷷度、T は外気᷷度、Tpは可燃物のᾲ

分解᷷度、mb は可燃物の⾰㊂ᷫ少ㅦ度、ma は検査体積に流入する空気の開口流㊂の総㊂、mg は検査階から

流出する気体の開口流㊂の総㊂、Qb は可燃物の燃焼に伴う発ᾲㅦ度、Qw はოへのᄬᾲㅦ度、Qd は開口部᧚

へのᄬᾲㅦ度、Qopは開口部を経↱したᄬᾲㅦ度、 Xは化学⒳ X の生成ㅦ度、YXは検査体積の化学⒳ X の⾰

㊂分₸、YX, は周辺外気の化学⒳ X の⾰㊂分₸、t は時間である。なお、化学⒳ X については、㉄素 O と可

燃性気体 F の 2 ⒳㘃を考える。 
 
(2) 火災性状の੍᷹ᑼ 

本ࡕデルでは、検査体積ߏとに成り立つ保存ᑼに基づいて、時々ೞ々の気体᷷度 T と化学⒳Ớ度 X を੍᷹

する。 
 ╙ j+1 ス࠹ップの気体᷷度 T(j+1)を੍᷹するにあたっては、ᑼ(2)の気体のࠛࡀルࠡー෼支ᑼに着目し、⹦⚦

に記せば次のようになる。 

 0)()(5.0)()( )1(
44

)1(
44

)1()1(
44

)1( jgppbpapopjdjwwjwjb TmcTmcTmcATTATTATThTTQ  (5) 

ここに、 はოのユ኿₸、h はოの対流ᾲ伝㆐₸、 はス࠹フࠔンࡏル࠷マン定数、Twはოのቶ内側の表面᷷

度、Awはოの表面積、Adは開口部᧚の表面積、Aopは開口部の面積である。ᑼ(5)は、気体᷷度 T(j+1) に関する

4 次の㕖線型方程ᑼであるが、ここでは、 

 ))()(( 2244 XTXTXTXT  (6) 

が成り立つことに注意して、ᑼ(5)をᑼ(1)を用いて気体᷷度 T(j+1)に関する 1 次関数として整理すると、次の

ᑼが求まる。 
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ただし、 
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 (8) 

である。すなわち、Ǿは前時間ス࠹ップ j における気体᷷度 T(j)が評価したユ኿ᾲ伝㆐₸、もしくは総合ᾲ伝
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㆐₸に相当する。  
一方、╙ j+1 ス࠹ップの化学⒳Ớ度 YX

(j+1)は、ᑼ(3)をᑼ(1)を用いて整理することで、次のように表される。 

 
ba

XaXj
X mm

mY
Y ,)1(  (9) 

４．建‛㑆の火災᜛ᄢ性状 
 
(1) 火災ቶの高᷷᳇૕からのユ኿によるᾲવ㆐ 

 都市火災時には、火災ቶの高᷷気体から発生するユ኿ᾲが㓞接するᧂ燃建物のቶ内へ開口部を経↱して入

኿し、ቶ内の可燃物がᾲにᦑされることで新たな出火が起こる。この入኿ᾲ㊂は、ユ኿源と㓞接する建物と

の間のᐞ何学的な関係からなる形態係数にଐ存するが、建物が密集する市街地ではこの関係は極めてⶄ㔀で

あり、形態係数の計▚には大きな負⩄がដかる。そこで本ࡕデルでは、図 2 のように、火災ቶの開口部の重

心をઍ表点にとり、ઍ表点から放኿されるᾲ流᧤が方向によらず一᭽であるとみなすと、火災ቶの高᷷気体

から㓞接建物の内部へ入኿するユ኿ᾲ流᧤ qopは、次のように表される。 
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s
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ここに、 は円周₸、s はઍ表点と火災ቶに㓞接する開口部の重心との距離、 は火災ቶに㓞接する開口部の

外向き法線ࡌクトルとユ኿ᾲ線のなすⷺ度である。 
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図 2 火災ቶの高᷷気体からのユ኿によるᾲ伝㆐ 

 
(2) 開ญྃ಴火Ἳからのユ኿によるᾲવ㆐ 

 あるቶで発生した火災が十分に発㆐すると、⓹やᚺのような開口部が破៊し、火Ἳが破៊した開口部から

建物の外部へとྃき出る。建物の外部へྃ出した火Ἳは高᷷のためᶋ力によって上昇し、㓞接するᧂ燃建物

や火災階より上階へ火災の拡大をもたらす。このような開口ྃ出火Ἳによる᷷度上昇は、ある空間的な広が

りをもって分布しているが、ここでは◲単のため、開口ྃ出火Ἳを図 3 のように᷷度が一᭽な水平面にု直

な円╴形状のユ኿面に近ૃする。また火Ἳからのユ኿を受けるቶの開口部を受ᾲ面とみなすと、開口ྃ出火

Ἳからቶ内へ入኿するユ኿ᾲ流᧤ qefは次のように表される 

 
efefef FTq 4  (11) 

ただし、 

 
mef TTT  (12) 

ここに、Tefはユ኿面のઍ表᷷度、 Tmは開口ྃ出ᾲ気流の火Ἳ㗔域における気流ゲ上᷷度上昇、Fefは受ᾲ面

上のᓸ小面積要素に対するユ኿面の形態係数であり、形態係数に関するᣢ知計▚ᑼを用いて評価する。 
外気㘑࿶のᓇ㗀などにより火災ቶ内への強制的な⛎気が存在する場合には、ྃ出ᾲ気流の火Ἳ域における

気流ゲ上の᷷度上昇 Tmは次のように表される 3)。 

 3
2

0.2 Q
T
Tm  (13) 
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ここに、Q*はή次元発ᾲㅦ度である。 
 
(3) 市街地㘑に็きୟされるⶄᢙの火災᳇ᵹによる᷷ᐲ਄᣹ 

 地震火災時には同時にⶄ数の建物が燃焼するため、㘑下側の建物ではこれらのᾲ源から発生するⶄ数の火

災気流の重ⶄしたᓇ㗀を受ける。ここでは、図 4 のように、それぞれのᾲ源からの火災気流による᷷度上昇

を個೎に評価しておき、最⚳的に合成することで、ある㘑下側の建物が受ける᷷度上昇を੍᷹する。 
ᾲ源からの気流ゲにᴪった᷷度上昇 T0 は、市街地㘑のᓇ㗀をή視し、次ᑼのようなή㘑時における点ᾲ

源上の気流ゲ上᷷度上昇で近ૃできるものと仮定する 4) 。 

 3552
0 24 pQzT  (14) 

ここに、z は火源ゲ上の火源からの高さ、Qp はᾲ気流の見かけ上の発ᾲㅦ度である。なお、火災気流が市街

地㘑に็き倒される場合には、z を気流ゲ上の火源からの㐳さとする。 
火災気流が市街地㘑に็き倒される場合の気流ゲの௑きⷺ は、ᾲ源を線ᾲ源とみなせば、次のように表

される 5)。 

 
4331

1.0tan
Tc
gQ

U
p

 (15) 

ここに、U は㘑ㅦ、Q’はᾲ源の単位㐳さあたりの発ᾲㅦ度、 は周辺外気の密度である。 
ⶄ数の火災気流が合流した場合、相੕にᓇ㗀を及ぼしあって火災気流の性状が変化することが੍᷹される

が、ここでは火災気流の᷷度性状自体は近接する他の火災気流のᓇ㗀を受けないものとみなす。このとき、

ⶄ数の火災気流による㘑下側建物の᷷度上昇 Tplumeは、次ᑼのような重ߨ合わせの関係で表される 6) 。 

 3223
1 i

N
iplume TT  (16) 

ここに、i はᾲ源の識೎記ภ、 Ti はᾲ源 i からの火災気流による受ᾲ建物の᷷度上昇、N はᾲ源の数である。 
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図 3 開口ྃ出火Ἳの円╴近ૃ          図 4 市街地㘑に็き倒されるⶄ数の火災気流による᷷度上昇 

 

５．㈬↰市ᄢ火のᑧ὾シミュレーション 
 

1976 年 10 月 29 日のᄕೞに、㈬田市内の❥⪇街の 1 ᤋ画館から出火した火災は、᛬からの㔎まじりの強㘑

にあおられて、市街地の広範な㗔域を延焼する市街地大火へと拡大した。この㈬田市大火では、強㘑に็き

倒された火災気流や㘧び火による延焼が⪺しく、出火から⠉早ᦺの㎾火までのおよそ 12 時間で、22.5ha の

区域と 1,774 ᫟の建物が焼きዧくされた 7)。図 5 は当時の㈬田市街地の᭽子を示したものである。大火時は

特に㘑が強く、出火点に最も近い᷹୥所では、出火から㎾火までの平均㘑ㅦが 11.0m/s と観᷹されている。

当時の調査によれば、大火時の市街地㘑は᭎ߨ東から西へと流れており、最⚳的に、延焼火災は出火点から

およそ 800m 離れた新੗田川にまで೔㆐した。 
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ここでは、本ࡕデルとᮘ本らによるࡕデルを用いて㈬田市大火の延焼シミュレーションを行い、本ࡕデル

による計▚結果を、ᮘ本らのࡕデルによる計▚結果、および延焼状ᴫに関する当時の調査報告と比較するこ

とで、本ࡕデルの有用性について検⸽する。 

Objective Area for Calculation

Objective Area for Calculation

 
図 5 ㈬田市街地の᭽子と計▚㗔域 

 
(1) ⸘▚᧦ઙ 

表 1 は延焼シミュレーションにおける両ࡕデルの計▚条件を示したものである。計▚時間ス࠹ップは、本

デルでࡕ 30.0sec、ᮘ本らによるࡕデルで 0.2sec と⸳定した。出火から㎾火までの気象条件については、㈬

田᷹୥所で観᷹された気象記㍳に基づいて⸳定した。図 5 に本シミュレーションの計▚㗔域を示す。計▚㗔

域内に建つ建物数は 2,158 ᫟であり、その形状、階数、構造に関する情報は、当時の都市計画図から⺒み取

った。ただし、建物の構造形ᑼは、本ࡕデルでၷ‗、㕖ၷ‗の 2 ⒳㘃、ᮘ本らのࡕデルで木造、防火木造、

㋕㛽造、RC 造、土⬿の 5 ⒳㘃に分㘃し、それぞれに異なる燃焼特性を⸳定した。㈬田市大火では、㘧び火

による延焼がいくつか⏕認されているが、本計▚では、㘧び火の発生地点と時ೞを計▚条件として与えるこ

とで、新たな出火点としてᛒった。また、大火当時の公⸳ᶖ防や住民によるᶖ防活動、および観᷹された㒠

㔎が延焼火災に及ぼすᓇ㗀については、考慮しないものとした。 
 
(2) ⸘▚結果とߘの⠨ኤ 

図 6.(a),(b),(c)は、本ࡕデルによって計▚された出火から 80 分後、180 分後、280 分後の延焼状態と火災気

流によるᧂ燃建物の᷷度上昇を示したものである。ここでは、赤い部分が燃焼中の建物に、㤥い部分が焼ᄬ

した建物に相当し、出火点となった建物を⍫ශで示してある。 
図 6.(a),(b),(c)から、出火点から発生した火災が㓞接建物へ次々に延焼を起こし、燃焼㗔域を拡大していっ

た᭽子が分かる。火災建物は出火点ઃ近から㗅に燃えዧきたため、火災前線の近くには帯状の燃焼㗔域が形

成された。一方、火災気流による᷷度上昇を受ける建物は㘑下側に分布しており、燃焼㗔域に近いほど᷷度

上昇は大きく、෻対に燃焼㗔域から遠ざかるほど、および㘑ᮮ側に離れるほど᷷度上昇は小さくなった。燃 

表 1 延焼シミュレーションにおける計▚条件 
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焼㗔域から発生する火災気流が 10m/s オー࠳ーの強㘑に็き倒されたことで、気流ゲと㘑下側建物との距離

が狭められ、その分㘑下側建物が受ける᷷度上昇は増大したものと考えられる。出火から 180 分後には㘑下

側㗔域のほとんどが火災気流によって覆われ、水域を⿧えた地域にも気流のᓇ㗀が及んだことが分かる。帯

状の燃焼㗔域が㘑ᮮ方向に大きくዷ開したことが、気流に覆われる地域の拡大をもたらしたものと考えられ

る。このような強㘑下での火災気流は延焼の拡大をଦㅴさせるだけでなく、そのᾲやᲥ性によって㘑下側の

避難者に↟大なᓇ㗀を与え、生ᱫを大きく左右するものと考えられる。 
図 7.(a)は⡞き取り調査により調べられた大火時の火災前線の移動の᭽子 7) を、図 7.(b), (c)は本ࡕデル、お

よびᮘ本らのࡕデルにより計▚された火災前線の移動の᭽子を示したものである。出火点となった建物の位

置を٤ශで、㘧び火の発生した位置を٨ශで示してある。本ࡕデルによって計▚された火災前線のㅴ行方向

は、大火時の東から西への㘑の流れに対応して、㘑下方向に大きくなった。ただし、本ࡕデルによる火災前

線の間㓒は調査報告と比較して大きく、火災の拡大ㅦ度はㆊ大に評価される結果となった。また、本ࡕデル

による計▚結果には、延焼火災にᏎき込まれた㗔域が調査報告に比べてㆊ大に評価された地域と、ㆊ小に評 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 6 延焼状態と火災気流によるᧂ燃建物の᷷度上昇 図 7 火災前線の移動の᭽子 

(a) 出火から 80 分後 

(b) 出火から 180 分後 

(c) 出火から 280 分後 

(a) 大火時の⡞き取り調査によるもの 

(b) 本ࡕデルによる計▚結果 

(c) ᮘ本らのࡕデルによる計▚結果 
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価された地域が見られる。特に、ᵿ↸通り(幅員 15m)やたくみ↸㌁ᐳ通り(幅員 8m)の一部では、燃焼㗔域に

通りを᜽んで相対するᧂ燃街区へ着火が起こらず、火災の拡大がㆤᢿされる結果となった。これらの要因の

うち、火災の拡大をㆊ大評価する要因として、次のことが᜼げられる: (1) 火災の燃焼性状や㓞接建物への拡

大性状に対するᶖ防活動の効果や㒠㔎のᓇ㗀を考慮していないこと; (2) 計▚を行うにあたって⸳定した開口

部の条件の信㗬性に限界があること; (3) 建物の構造形ᑼをၷ‗と㕖ၷ‗の 2 ⒳㘃のみに分㘃していること。

一方、火災の拡大をㆊ小評価する要因として、ⵍ災調査で⏕認された㘧び火による延焼が、実㓙に発生した

㘧び火による延焼のうちの一部であった可能性が考えられる。なお、図 7.(b),(c)から、本ࡕデルとᮘ本ら の

  。デルの間で、延焼性状の定性的な௑向にはほとんど違いがないことが分かるࡕ
表 2 は、計▚に要した時間と計▚を行うにあたってメࡕリー内に⏕保した情報㗔域のサイ࠭について、本

リー内に⏕保した情報㗔域のサࡕデルを比較したものである。ただし、ここでのメࡕデルとᮘ本らによるࡕ

イ࠭は、計▚を行うにあたってት言した変数⟲の情報㊂から推計したため、実㓙に⏕保された㗔域のサイ࠭

よりも小さい可能性がある。なお、本計▚には、Intel Core 2 Duo Processor E6600 (動૞周ᵄ数 2.4GHz)、メࡕ

リー1,024MB のパーソナルコンࡇューターを૶用した。 
本ࡕデルを૶用した場合の計▚に要した時間は 24sec であり、ᮘ本らによるࡕデルのおよそ 120 ୚のㅦ度

で計▚できたことが分かる。さらに、本ࡕデルを૶用した場合のメࡕリー内に⏕保された情報㗔域のサイ࠭

は、およそ 11MB と推計され、ᮘ本らによるࡕデルのおよそ 15%となった。 

表 2 計▚に要した時間と計▚に必要な情報㊂の比較 

 

㧢．まと߼ 
 
火災安全Ꮏ学の物理的知見に基づいた準定Ᏹ的な計▚によって、大ⷙᮨな市街地における多発火災の延焼

性状を高ㅦに੍᷹する◲ᤃࡕデルを開発した。さらに、このࡕデルを㈬田市大火にㆡ用し延焼シミュレーシ

ョンを行うことで、ࡕデルのᅷ当性について検⸽した。計▚結果から、本ࡕデルが都市火災の定性的な延焼

性状をᅷ当に੍᷹可能であることが示されたとともに、計▚ㅦ度や計▚に必要な情報㊂の点で、ᣢᓔの延焼

性状੍᷹ࡕデルを大幅に向上した。ただし、本ࡕデルにはଐ然としてᡷ良の余地がある。地震火災時には、

建物が地震による構造的なⵍ害を受けることで、防火性能が低下している可能性がある。今後は、建物の構

造ⵍ害が建物の火災性状や火災の拡大性状に及ぼすᓇ㗀について、検討を加えていく੍定である。 
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